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南部九州の
概 要

農林水産省九州農政局南部九州土地改良調査管理事務所



（１）地域の農業の特徴

南部九州土地改良調査管理事務所が管轄する南九州地域(宮崎県及び鹿児島県)では、温暖な気候や十分な日
照時間など優れた自然条件を活かした畜産、野菜、お茶などの農業が営まれており、日本の食糧供給基地として重
要な役割を担っています。
南九州地域の耕地面積は全国の約４％、農家数は約５％、農業産出額は約10％を占めています。(表1) また、耕
地面積は畑が６割を占めており、畑作が盛んな地域であるといえます。

図１：宮崎県及び鹿児島県の農業産出額は、畜
産・畑作物が高い。
（畜 産）宮崎県約66％、鹿児島県約67％、
（畑作物）宮崎県約22％、鹿児島県 23%

表２：肉用牛、豚、ブロイラーの産出額は全国１～
３位をそれぞれが占め、宮崎県はきゅうりの産出
額が全国１位、ピーマンは全国２位、鹿児島県は
茶（生葉）の算出額が全国１位、鶏卵、ばれいしょ、
さとうきびが全国２位となっている。

１．南九州地域の農業



（２）地域の取り組み
南九州地域は、火山灰性のシラス土壌が広範囲に亘って分布しており、保水力が著しく少ないという特徴がありま
す。このため古くから干ばつ被害に悩まされてきました。また、台風の通り道に位置するため、洪水や暴風の被害に
も見舞われてきました。さらに、首都圏・関西圏などの大消費地から遠いため、農産物の供給に有利とはいえない条
件下にあります。

従って、温暖な気候や広大な畑地などの特徴を活かした畜産・野菜・園芸を中心とした農業を展開し、安心・安全で
品質の良いものを安定的に出荷できる競争力の強い産地づくりを推進してきました。その取り組みの中で、南部九州
土地改良調査管理事務所は、昭和33年より、畑地かんがい、用水補給、農地造成、施設整備、開拓等の事業計画
策定などを通じて、当地域の農業発展を支援してきたところです
（６．事業実施地区一覧表」参照）。

その結果、畑作物の農業産出額部門別構成比にお
いて、いも類が減少し、野菜が大幅に増加したこと
により、かんがい事業によって確保された農業用水
を活用した営農へ移行してきたことがわかります
（図２）。

農産物の高収入化と多様化により、農家の経営規
模も全国に比べて拡大傾向に転じ、安定した農業経
営が可能となりました（図３）。

認定農業者数も令和3年度には、全国で8位（鹿児
島県）、10位（宮崎県）となり（図４）、農業法人
経営数では、全国で２位（鹿児島県）、11位（宮崎
県）に位置し（図５）、今後も農業経営の安定・多
角化などが期待されます。

【図5】農業法人経営体数

出典:2020年農林業センサスより作成（上位25位）

【図3】南九州における農産物販売金額規模別農家割合の推移

出典:農林水産省HP「農業経営改善計画の認定状況（令和４年３月末現
在）」より作成（国の認定は除く）

出典:農林水産省統計部「生産農業所得統計（R3年）」より作成

出典:2020年農林業センサスより作成

【図４】認定農業者数

南九州全体

鹿児島県

宮 崎 県

【図2】畑作物の農業産出額部門別構成比の変化



出典：宮崎県畑かん営農推進プランより作成

（１）畑地かんがいによる営農
①作物の生育に必要な水を必要な時期に供給できるようになり、計画的な作付が可能になります。
また、収量・品質が向上し、定時・定量・定品質の出荷が可能となることで安定的な取引が確立され、
「賢く稼げる農業」が実現できます。
②渇水や霜害等の気象災害や、降灰等の自然災害を回避するための水利用が可能になります。
③水を利用した病害虫防除等の環境保全型農業の展開が可能となることで、「あらゆる危機事象に負
けない農業」が実現できます。
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【チカラ1】生産性の向上と経営の安定・強化

「スマート化」
賢く稼げる
農業

【チカラ２】気象・自然災害対策の強化

「新防災」
あらゆる危機
事象に負けない

農業

渇水により
枯死寸前のかんしょ

【チカラ３】環境保全型農業の展開

（２）畑地かんがいの効果（水のチカラ）

農林水産省では、雇用と所得を確保し、若者や子供も集落に定
住できる社会を構築するため、農林漁業生産と加工・販売の一体
化や、地域資源を活用した新たな産業の創出を促進するなど、農
山漁村の６次産業化を推進しています。

～「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び
地域の農林水産物の利用促進に関する法律（6次産業化法）」～
〈事例〉○地元特産物を活用した加工品の製造

○加工品の販売により売上増を実現
○直売所等で数十人規模の雇用確保

（３）賢く稼げる農業の実現（６次産業化）

加工品の製造
（株）ジェイエイフーズみやざき

直売所での販売

２．畑地かんがいによる新たな営農の展開



事務所の役割

調査事務所業務（事業）の流れ

食料の安定供給や国土保全等、農業の持つ多面的な機能を発揮・維持していくには、国や地方自治体等が事業主
体となって農業生産基盤の整備(土地改良事業)を推進していく必要があります。
このため、当事務所では、地域の課題、土地・水利用状況の把握、調査計画の策定等、整備に必要な各種調査・
計画を行っています。
また、土地改良事業により造成された施設を長期に亘って利用し、農業生産性の維持及び農業経営の安定を目指
すため、施設の機能監視・診断・分析、補修・補強など施設の保全・管理を行うための調査を実施しています。
さらに、これまで実施してきた国営事業完了地区の施設管理者に対して、事務所職員による定期的な農業情勢や
維持管理等の情報提供、施設管理の問題点の情報収集、突発事故対応、水利権更新など、円滑な施設利用を実施
するためのフォローアップを行うとともに、国営土地改良事業により造成された基幹的農業水利施設を対象に、長寿
命化計画を策定し、施設の補修・補強等の対策を実施しています。

〇国営畑地かんがい事業等

◆国営施設機能保全事業
国営かんがい排水事業「笠野原地区」で造成した農

業水利施設は、事業完了から約50年が経過し、施設
の老朽化により円滑な維持管理と適切な配水管理が
困難な状況にあるため、機能診断に基づく補修・補強
等を実施中。

調査管理事務所 ～調査･計画、保全対策、管理･保全、情報蓄積～

○施設管理者による管理
国営造成施設の維持管理

用水の分配など

◆国営造成水利施設
ストックマネジメント推進事業
機能診断調査、機能保全計画の策定
耐震診断、診断技術・評価・対策手法の高度化、
区分地上権等の更新

◆国営造成施設総合水利調整管理事業
水利権の更新

◆土地改良施設突発事故復旧事業（直轄）
突発事故により機能が喪失・低下した土地改良施設
における機能回復

管理・保全

◆地域整備方向検討調査
更新整備構想検討調査、新規整備構想検討調査

◆国営土地改良事業地区調査
｢土地改良事業計画(案)｣策定

◆全体 実施 設 計
構造物の実施設計、事業費の詳細積算

◆広域基盤整備計画調査
最適整備計画の策定、水利用計画の概定

総合機能強化計画の策定

情 報蓄 積

情報の分析整理
関係機関への情報提供

調査・計画

工事（事業）実施
（国営土地改良事業所等）

事 業 完 了

◆広域農業基盤整備管理調査
農業基盤情報管理調査
完了地区フォローアップ
対策手法検討調査、事後評価

◆防災情報ネットワーク事業
・国営造成施設に係る防災情報の収集、
伝達、蓄積

◆基幹水利施設保全管理対策
・国営造成施設に係る補修履歴や
維持管理等に関する情報の収集
・データベースシステムの保守運用

具体的には、国営土地改良事業のサイクルのうち、事業実施に向けた調査・計画、事業完了後の管理保全を中心
に、土地改良施設の管理受託者に対するフォローアップや、各段階における情報蓄積を行いつつ、関係機関への情
報提供や防災情報の収集、伝達、蓄積等を行っています。

３．南部九州土地改良調査管理事務所の業務



水系や広域営農団地を単位とした一定の農業地域を
対象とし、国が基幹的農業水利施設を計画的、機動的に
整備更新するための広域基盤整備計画を策定します。

◆広域基盤整備計画調査

◆地域整備方向検討調査

◆国営土地改良事業地区調査

◆広域農業基盤整備管理調査

◆国営造成水利施設ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進事業

◆防災情報ネットワーク事業

◆国営造成施設総合水利調整管理事業

◆基幹水利施設保全管理対策

国営土地改良事業（用排水計画の見直しや新規水源
開発、多面的機能の維持・保全を図るものなど）の実現
性の高い地域において、国営事業の必要性、技術的可
能性及び経済的妥当性について検討を行い、事業計画
を策定するために行う調査（地区調査等）に先立ち、地域
の課題及び整備構想の概略を検討します。

国営土地改良事業等の実施が見込まれる地区におい
て、現状把握を行い、事業実施の必要性、技術的可能性、
経済的妥当性について検討を行い、土地改良事業計画
の案を作成します。

◆全体実施設計

地区調査で作成された国営土地改良事業計画書（案）
のうち、工事計画に係る概略設計を行い、総事業費を算
定します。

地域の農業基盤に関する情報収集、管理及び提供並
びに国営完了地区のフォローアップを実施することにより、
農業振興上の阻害要因や国営完了地区における事業実
施による効果発現上の課題を把握します。
また、国営等完了地区について事後評価を実施するこ
とにより、地域の農業発展と国営土地改良事業等の円
滑な実施につなげます。

施設の劣化等を調べる機能診断及び耐震診断を行い、
診断結果に基づき施設の機能を保全するための最適シ
ナリオなどを定めた機能保全計画を策定し、施設管理者
に施設の効果的な予防保全対策や適期の整備更新に
関する指導助言を実施します。
また、ストックマネジメントの推進のために必要な診断、
評価、対策工法などの技術の確立と高度化に必要な取
組（破損事故等の要因調査、診断技術の適用と評価、対
策工法の適用と評価、リスク評価の実証調査）を実施し
ます。
さらに、国営造成施設の保全のため、区分地上権等の
権利設定及び更新を行います。

国営造成施設の観測情報や、気象等の防災情報を収
集、伝達、蓄積及び分析整理するために必要な設備（機
器、プログラム等）の整備及び保守運用を行います。

国営造成施設にかかる水利権の変更・更新協議に必
要な調査並びに国営土地改良事業で造成したダムにお
ける事前放流の取組効果の検証等を通じて、洪水調節
機能の一層の強化を図ります。

基幹的農業水利施設の維持管理において継続的に発
生する補修等履歴や維持管理費に関する情報収集を行
うとともに、これからの情報を蓄積及び利活用するため
のデータベースシステムの保守運用を実施します。

▲コンクリート中性化深さ試験コン
クリートの中性化（内部鉄筋までの
残厚）の進行状況を簡易的に測定
する試験

▲反発強度試験
リバウンドハンマーで測定した
反発度からコンクリートの強度
を簡易的に推定する試験

◆土地改良施設突発事故復旧事業

突発事故により機能が喪失・低下した土地改良施設における、機能を回復させるための工事を実施します。
・受益面積要件（直轄：100ha以上、補助：20ha以上、条件不利地10ha以上）
・対象施設要件（直轄：国営造成施設、補助：土地改良施設）
・事業費 要件（直轄：2,000万円以上、補助：200万円以上）

▼事業のイメージ

４．実施する調査



これまでに整備されてきた基幹的農業水利施設（受益面積100ha以上）は、ダムや頭首工、用排水機場等の点的施
設で約7,700箇所、水路（線的）施設で延長5万kmに及びます。これらの施設は、戦後から高度経済成長期にかけて
集中的に整備され、老朽化が一斉に進行していることから、中長期的な視点に立ち、適切な機能保全を図っていくこ
とがより一層重要となっています。

2.ストックマネジメントと対策のイメージ

ストックマネジメントとは、まず、施設の機能がどのように低下していくのか、どのタイミングでどのような対策を取れ
ば効率的に長寿命化できるのかを検討し、施設長寿命化計画として取りまとめを行います。この計画により、施設の
機能保全を効率的に実施することを通じて、施設の有効活用や長寿命化を図り、ライフサイクルコストを低減してい
ます。また、これによる対策のイメージは、継続的な機能診断等の実施により施設全体の現状を把握・評価し、中長
期的な施設の状態を予測しながら、施設の劣化とリスクに応じた対策（時期、工法）を選定し、計画的に実施していく
ことを念頭に置いています。

3.ストックマネジメントの実施サイクルと導入効果(長寿命化とライフサイクルコストの低減)

具体的には、①管理者による適切な日常管理、②定期的な機能診断、③施設の劣化予測や工法等の比較検討に
よる対策計画の作成、④同計画に基づく対策の実施、⑤これらの過程を通じて得られる施設状態や対策履歴等の
データ蓄積と利用などのサイクルを、リスク管理や農業水利システム全体の視点を考慮しつつ段階的、継続的に実
施します。

1.農業水利施設の現状

R2 R7

対策の必要が
ある場合

当面の対策の
必要がない場合

農業水利システム
全体の視点に
おける取組

〇農業水利ストックと資産価値

５．農業水利施設のストックマネジメント



６．事業実施地区一覧表
事業完了地区
No. 地区名 目　的 主　要　施　設 受益面積 関　係　市　町　村 工期(年度)

綾 川
農 地 造 成
用 水 補 給
畑地かんがい

分水工１ヶ所、用水路５１ｋｍ ３,０４２ｈａ 宮崎市、西都市、国富町、綾町 Ｓ３３～Ｓ４５

綾 川 施 設 整 備
導水路補修４００ｍ、水管理施設１式
調整池１ヶ所 ３,０４２ｈａ 宮崎市、西都市、国富町、綾町 Ｓ５０～Ｓ５５

綾 川 二 期
( 更 新 )

用 水 補 給
畑地かんがい

用水路改修５６ｋｍ、調整池改修２ヶ所、水管橋改修３箇所 ２,０９２ｈａ 宮崎市、西都市、国富町、綾町 Ｈ１３～Ｈ２２

2 一 ツ 瀬 川
用 水 補 給
畑地かんがい

東原調整池、瀬江川頭首工、取水工１ヶ所
揚水機場１ヶ所、用水路４４ｋｍ ３,５４７ｈａ 西都市、高鍋町、新富町、木城町 Ｓ４７～Ｓ６０

3 大淀川左岸
用 水 補 給
畑地かんがい

広沢ダム(Ｇ)、岩前頭首工、小水力発電１式
揚水機場１ヶ所、用水路７０ｋｍ １,６６４ｈａ 宮崎市、綾町、小林市 Ｓ５３～Ｈ１６

用 水 補 給
畑地かんがい

天神ダム(Ｆ)、揚水機場１ヶ所、用水路４３ｋｍ １,９６０ｈａ 宮崎市 Ｓ５６～Ｈ１６

機 能 保 全
天神ダム(F)改修１ヶ所、用水路改修L=38.1km
水管理施設改修１式 １,９３８ｈａ 宮崎市 H２６～Ｒ５

5 都 城 盆 地 畑地かんがい
木之川内ダム(Ｆ)、田野頭首工、揚水機場７ヶ所
用水路１４５ｋｍ ３,９６６ｈａ 都城市、三股町 Ｓ６２～Ｈ２２

6 笠 野 原 畑地かんがい 高隈ダム(Ｇ)、揚水機場４ヶ所、用水路６３ｋｍ ４,８０７ｈａ 鹿屋市、肝付町 Ｓ３３～Ｓ４４

7 出 水 平 野
用 水 補 給
畑地かんがい

高川ダム(Ｇ)、五万石頭首工、揚水機場１ヶ所
用水路３３ｋｍ ３,１５７ｈａ 出水市 Ｓ４２～Ｓ５２

8 南 薩 畑地かんがい 頭首工３ヶ所、揚水機場４ヶ所、用水路１０３ｋｍ ６,０７２ｈａ 指宿市、枕崎市、南九州市 Ｓ４５～Ｓ５９

9 肝 属 南 部
農 地 造 成
畑地かんがい

農地造成４０１ｈａ、区画整理１４３ｈａ、畑かん施設４７１ha、頭首工
２ヶ所、揚水機場１ヶ所、用水路１０７ｋｍ

農地開発 ４０１ｈａ
区画整理 １４３ｈａ

南大隅町、錦江町 Ｓ６１～Ｈ１４

10 喜 界 畑地かんがい
喜界地下ダム(止水壁)、取水施設１式
揚水機場４ヶ所、用水路46ｋｍ １,６７７ｈａ 喜界町 Ｈ４～Ｈ１５

11 曽 於 東 部 畑地かんがい
中岳ダム(Ｆ)、高岡頭首工、揚水機場２ヶ所
用水路９８ｋｍ ３,１３０ｈａ 曽於市、志布志市 Ｓ５９～Ｈ１８

12 曽 於 南 部 畑地かんがい
輝北ダム(Ｇ)、揚水機場８ヶ所、用水路９５ｋｍ

４,０００ｈａ 鹿屋市、志布志市、大崎町 Ｈ１～Ｈ２０

13 尾 鈴 畑地かんがい
切原ダム(G)、宮ヶ原頭首工、用水路３６ｋｍ、
青鹿ダム(F)､取水設備改修 １,５８０ｈａ 高鍋町、川南町、都農町 Ｈ８～H26

14 曽 於 北 部 畑地かんがい
谷川内ダム(G）、粟谷頭首工、
揚水機場４ヶ所、用水路６６km ２,０５２ｈａ 曽於市 Ｈ８～H26

15 徳 之 島 用水 畑地かんがい
徳之島ダム(Ｆ)、揚水機場８ヶ所、送水路７ｋｍ、
用水路１２１ｋｍ

３,５４１ｈａ 徳之島町、天城町、伊仙町 Ｈ９～Ｈ２９

16 西 諸
用 水 補 給
畑地かんがい

浜ノ瀬ダム（G)、小水力発電１式
揚水機場９ヶ所、用水路110ｋｍ

４,１５０ｈａ 小林市、えびの市、高原町 Ｈ８～Ｒ元

17 肝 属 中 部 畑地かんがい
荒瀬ダム（Ｆ）、小水力発電１式
揚水機場２ヶ所、用水路45km、水管理施設１式

１，５３７ha 鹿屋市、肝付町 Ｈ９～Ｒ元

高 鍋 川 南 開 拓
青鹿ダム(Ｆ)、登口頭首工、揚水機場２ヶ所
用水路３４ｋｍ １,２４０ｈａ 高鍋町、新富町、木城町、都農町 Ｓ１５～Ｓ３5

高 鍋 川 南 施 設 整 備
揚水機場改修３ヶ所、用水路改修７．５ｋｍ

７７０ｈａ 高鍋町、川南町、木城町 Ｓ６３～Ｈ４

19 屋 久 島 開 拓
用水路１６ｋｍ、道路４０ｋｍ

２,９５９ｈａ 屋久島町 Ｓ１６～Ｓ３３

20 霧 島 開 拓
用水路１６ｋｍ、道路５０ｋｍ

１,５５５ｈａ 都城市、霧島市 Ｓ２１～Ｓ３３

21 野 井 倉 開 拓
頭首工２ヶ所、用水路３２ｋｍ、排水路９ｋｍ
道路５ｋｍ ８３７ｈａ 志布志市、大崎町 Ｓ１６～Ｓ３７

22 美 々 津 農 地 造 成
農地造成６４９ｈａ、道路１０３ｋｍ、区画整理３ｈａ 農地開発 ６４９ｈａ

区画整理　 　３ｈａ
日向市、都農町 Ｓ４６～Ｓ５９

23 徳 之 島 農 地 造 成
農地造成４７８ｈａ、道路２８ｋｍ、区画整理１７６ｈａ 農地開発 ４７８ｈａ

区画整理 １７６ｈａ
徳之島町、天城町、伊仙町 Ｓ６０～Ｈ１２

24 国 分 海 岸 保 全
堤防補強Ｌ＝１６．５ｋｍ、樋門改修１６ヶ所

－ 霧島市、姶良市 Ｓ３７～Ｓ４９

25 大 浦 海 岸 保 全
堤防補強Ｌ＝６．８ｋｍ、排水機場１ヵ所
樋門改修２ヶ所 － 南さつま市 Ｓ４９～Ｓ５９

26 出 水 海 岸 保 全
堤防補強Ｌ＝７．８ｋｍ、排水機場２ヶ所
樋門改修７ヵ所 － 出水市 Ｓ５９～Ｈ１１

27 出 水 干 拓
堤防Ｌ＝６．５ｋｍ、樋門５ヶ所

２９１ｈａ 出水市 Ｓ２２～Ｓ４０

28 大 浦 干 拓
堤防Ｌ＝８．４ｋｍ、樋門６ヶ所

２７５ｈａ 南さつま市 Ｓ２２～Ｓ４２

実施地区（国営かんがい排水事業）
No. 地区名 目　的 主　要　施　設 受益面積 関　係　市　町　村 工期(年度)

1 沖 永 良 部 畑地かんがい
沖永良部地下ダム（止水壁）、取水施設１式、
揚水機場１ヶ所、用水路44km

１，４９７ha 和泊町、知名町 Ｈ19～

2 喜 界 島 畑地かんがい
喜界第２地下ダム（新設）、喜界地下ダム（改修）、揚水機場1ヶ所
（新設）、揚水機場４ヶ所（改修）、用水路15.4km（新設）、用水路
2.1km（改修）、FP２ヶ所（新設）、FP6ヶ所（改修）

２，２５７ｈａ 喜界町 Ｒ３～

3 一 ツ 瀬 川
用 水 補 給
畑地かんがい

東原調整池（改修）、杉安取水工（改修）、瀬江川頭首工（改修）、
揚水機場１ヶ所（改修）、用水路5.8ｋｍ（改修）、水管理施設１式
（改修）

２，０７４ｈａ 西都市、高鍋町、新富町、木城町 Ｒ５～

実施地区（国営施設機能保全事業）
No. 地区名 目　的 主　要　施　設 受益面積 関　係　市　町　村 工期(年度)

1 笠 野 原 機 能 保 全

高隈ダム（G）貯水池法面対策工1ヶ所、導水路改修8.6km、用水路
改修34.8km、調整池改修4ヶ所、機場・水管理施設改修 1式 ２,４５２ｈａ 鹿屋市、肝付町 H２５～

実施地区（国営施設応急対策事業）
No. 地区名 目　的 主　要　施　設 受益面積 関　係　市　町　村 工期(年度)

1 大 淀 川 左 岸 応 急 対 策
ダム管理施設（改修）１式、ダム取水施設（改修）１式、幹線導水路
（改修）1.1km、漆野原第１号幹線水路（改修）0.6km、水管理シス
テム（改修）１式

１,６３２ｈａ 宮崎市、小林市、綾町 H３１～

2 川 南 原 応 急 対 策
主要幹線用水路（改修）6.1km、通山幹線用水路（改修）0.3km、竹
浜幹線用水路（改修）0.4km ６５９ｈａ 木城町、川南町 H３１～

注：ダムの（）内は、ダムの型式を表す。(G)重力式コンクリート、(F)フィルダム
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4 大淀川右岸
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事業完了地区
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事業実施地区

ダム(国営実施地区)

ダム(国営地区既設)

ダム(多目的)

広域農道

南部九州土地改良調査管理事務所管内概要図
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薩摩支所

日向灘沿岸北部第3地区

沿岸北部第3期地区

沿岸北部第2期地区

沿岸中部地区

霧島南部地区

霧島北部地区

曽於北部地区

曽於地区

牧園地区

牧園2期地区

伊佐2期地区

川薩2期地区

日置2期地区

川辺2期地区

南薩2期地区

南薩地区

南薩東部地区

川辺地区

川薩地区

日置地区

伊佐地区

霧島南部第2地区

霧島北部第2地区

沿岸南部地区
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　2期地区

肝属2期地区

西之表地区

第2中種子地区

中種子2期地区

中種子地区

肝属地区

沿岸南部3期地区

西臼杵2期地区

西臼杵3期地区

西臼杵地区

沿岸北部地区

日向灘沿岸北部第2地区

西諸地区

川南原地区

美々津地区

肝属南部地区

肝属中部地区

笠野原地区

南薩地区

大淀川右岸地区

野井倉地区
大浦干拓
建設事業

出水干拓
建設事業

徳之島地区

沖永良部地区

徳之島用水地区
喜界地区

屋久島地区

出水海岸
保全事業
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保全事業
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木之川内ダム

高隈ダム

浜ノ瀬ダム

沖永良部
　　地下ダム

徳之島ダム

喜界
地下ダム

喜界第２
地下ダム

荒瀬ダム

国分海岸
保全事業
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測量法に基づく国土地理院長承認(複製) R5JHf311 (本製品を複製する場合には、国土地理院の長の承認を得なければならない)

広沢ダム

大淀川左岸地区
西諸南部地区

南部九州土地改良
調査管理事務所

曽於北部地区

霧島地区

都城盆地地区

谷川内ダム

曽於2期地区

曽於東部地区

中岳ダム

輝北ダム

出水地区

出水平野地区

高川ダム

曽於地区

曽於南部地区

尾鈴地区

青鹿ダム

切原ダム

一ッ瀬ダム

杉安ダム

綾川地区

日向灘沿岸北部地区

一ツ瀬川地区

綾北ダム

古賀根橋ダム

綾南ダム

沿岸中部2期地区

天神ダム


